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「グローバルにシステム上重要な銀行
（G-SIBs）のビジネスモデルの関する研究」
　本年度は Bank Scopeに続いて、新たな
データベース Bank Focusの講習を受け両者
の違いなどを学んだ。それを前提に共同研究
者は別々の分野を調査した。
　グローバルにシステム上重要な銀行
（G-SIBs）の一部である、日本のメガバンク
3行のビジネスモデルのうち、国際化戦略の
一端を把握することを目的として、海外支店
のうちインドにある支店の経営分析を
Bankscopeおよびインド準備銀行から入手
できる財務データを利用して行った。
　2010年代に再び活発化した邦銀の海外展
開は、日本を含めた先進国における低金利と
資金余剰が原因である。利潤追求が主目的で
あるため、利益率の高い運用先を開拓すると
いう戦略が採用される、であろう。一方で、
顧客となる、海外進出をしている日系企業が
企業内財務活動を通じて借入を圧縮したり、
現地のサプライヤーとの関係から地場の金融
機関を利用するようになれば日系企業向けの
貸出需要は減る。また新興国というのは独特
な市場構造を持つことが多く、現地での銀行
活動には規制や行政指導などの種々の制限も
課される。従って海外支店の活動は現地市場
環境を含む様々な要因から形成され、銀行全
体とは異なる可能性も生じうる。グローバル
な金融安定化を模索するに当たっては、
G-SIBsの地道な活動分析を欠かすことがで
きない。
　以上の問題意識から、インド進出邦銀のイ
ンドにおける支店の財務データを分析した結
果、2010年代にビジネスモデルが変化し、
現地化傾向が生じていることが確認できた。
現段階までの研究成果について、鹿児島大学
で開催された日本金融学会 2017年度秋季大
会において、「インドにおける邦銀の業務展
開」という論題で研究報告を行った。そこで
得られたコメントをもとに、ブラッシュアッ
プして年度内に研究論文を作成・投稿する予
定である。 （西尾圭一郎）
　入江はほぼ 20年前の 1997年～ 1998年に
勃発したアジア通貨・金融危機を対象に選
び、そこでの邦銀を含む国際的に活動する銀
行に焦点を当て分析した。調査・分析対象は
これに留まらず、アジア危機が通貨危機と金
融危機を伴った双子の危機であること、また
通貨危機も伝統的な経常収支危機ではなく資
本自由化を前提にした資本収支危機であるこ
とを実証的に明らかにした。アジア危機の当
事国は直接にはアジアの新興市場諸国であっ
たが、背景には 1980年代以降の金融のグ
ローバリゼーションがあり、その代価が初め
て全面化した事態である。またこの危機は
ちょうどその 10年後に勃発するアメリカを
震源地としてグローバルに展開する世界金融
危機の前兆になったことは言うまでもない。
　以上の成果を「アジア通貨・金融危機－グ
ローバリゼーションの代価」として『中京経
営研究』2017年 3月号に掲載予定である。
 （入江　恭平）
大学の財政分析
　少子化の影響を受けて、学生確保に困難を
きたす大学が散見されるようになってきた。
財政のひっ迫に直面しているところも少なく
ないと考えられるが、経費的支出の大半を人
件費、教育研究経費ならびに施設設備支出が
占める大学法人では、人件費の引き下げや教
育研究経費の削減よりも、教職員の直接的な
利害に係わらない設備投資支出の縮小が選ば
れやすいであろうと判断して、有形固定資産
に関する分析を中心に進めてきた。
　なお、学校法人会計基準は 2013（平成 25）
年 4月にその一部が改正され、2015（平成
27）年度からは新基準に沿った会計処理が求
められることになった。しかし、改正による
影響等についてはまだ考察できていないの
136
本と韓国の企業がどのように参入し、現地の
中国企業とどのような協力関係や競争関係を
形成しているのかについて検討している本プ
ロジェクトでは、昨年度に引き続き、書籍、
雑誌、論文、新聞記事、専門調査機関による
資料集、などの 2次資料を中心に研究を行う
とともに、昨年度に行ったアメリカ西海岸地
域に所在するプロテラ社に対する訪問調査の
結果に対する整理分析を行った。その結果、
設立当初から電気自動車メーカーとして出発
した企業と化石燃料自動車メーカーから電気
自動車の生産を開始した企業の違い、電気乗
用車メーカーと電気商用車（バスなど）メー
カーの企業行動の違い、などを明らかにする
ことができた。これらの研究成果をベース
に、春期休暇には中国西安を訪問し、中国最
大の電気自動車メーカーである BYD、韓国
サムスン SDIの車載用電池工場、電気自動
車関連の中国民族系部品メーカー、などに対
する現地調査を行う予定である。 （銭　佑錫）
社会起業家活動と社会的問題の連関について
―福祉史から見た“忘れられた領域”の諸相―
　近年、社会起業家活動は、世界中で散見さ
れる。これまで筆者は経営学の立場から、社
会起業家、社会的企業、ソーシャルビジネス
について分析を進めてきた。実践が研究に先
行する状況ではあるものの、英国及び米国や
日本の研究では、新しいタイプのビジネス活
動と捉える傾向が見られる。その新規性に焦
点があてられ、強調され過ぎてきたようにも
思われる。社会起業家活動は果たして、新し
さだけに注目して良いのであろうか。
　そのような中、日本においても東日本大震
災後、多くの社会起業家が生まれてきた。そ
こには被災地に寄り添う心情や利他精神と
いった日本人が古来より持ち続けているもの
が存在している。
　あらためて“社会起業家活動”をとらえる
ために、日本の福祉史を概観し、社会起業家
で、これについても今後は検討する必要があ
ろう。
　今年度は国際公会計学会中部部会において
「基本金のあり方を考えるために～東海３県
の大学法人の財政分析から」という報告を行
なった。また日本会計研究学会中部部会にお
いて「東海３県の大学法人の財政分析―施設
設備投資の水準に焦点を当てて―」の報告を
予定しており、これについては「中京企業研
究 39号」に掲載を予定している。
 （梅田　守彦）
トヨタ自動車研究
　トヨタやトヨタ関連企業の資料収集、およ
び労働者や経営者などからの聞き取り調査、
企業調査やトヨタシンポジュウムへの参加や
などを行なった。また、研究会を月 1回程度
開催し、各自の報告・議論を行なった。この
期間に来訪した日本や韓国の研究者などとの
研究交流およびマスコミなどへの対応を行
なった。この期間に、中国やベトナムのトヨ
タ系企業を調査訪問し工場見学やヒアリング
を行なった。それらの成果の一端は、猿田正
機『トヨタ研究からみえてくる　福祉国家ス
ウェーデンの社会政策』（ミネルヴァ書房、
2017年）、猿田正機編著『安倍政権下のトヨ
タ自動車』（税務経理協会、2018年 3月出版
予定）などで公にしている。 （猿田　正機）
中国の電気自動車市場における日中韓企業の
協力と競争
　3年間のプロジェクトの 2年目に当たる今
年度には、伊藤清道氏、陳剛氏、賈宝音氏に
加えて渡辺丈洋氏を新たにメンバーに迎え入
れ共同研究を行っていたが、その後賈宝音氏
が事情によりプロジェクトメンバーから外れ
ることになり、さらにアダム・クラウス氏を
新メンバーとして迎え入れ、プロジェクト研
究を進めている。中国の電気自動車市場に日
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「市場における再帰性の研究」
　社会の変化に伴って変化している再帰性
（Reflexivity）の概念をスコット・ラッシュ
やジョン・アーリの非認知的でかつ非制度的
な再帰性の考えかたに示唆を受けて考えて、
「市場再帰性」や「メディアの再帰性」を見
出している。
　現在、Lash and Urry 1994 Economies of 
Sign and Spaceの翻訳を鳥越研究員はじめ
として、数人のメンバーと行っている。2018
年に『フローと再帰性の社会学　　記号と空
間の経済』として晃洋書房からの出版が決定
している。現在再校の校正作業を行ってい
る。
　3月に「Japanese Reflexivity and the Jap-
anese market」を中京経営研究 26巻に論文
として刊行した。
　11月には日本社会学会第 90回大会（東京
大学）において「日本の再帰性と日本の社会
や市場」について発表を行った。これに加筆
修正をした「日本の再帰性と日本の市場」を
『政策科学』25.3に 2017年 3月に刊行の予
定である。 （中西眞知子）
経営意思決定研究
　ネット通販が拡大する中で、顧客の購買行
動がどのように変化しているかを明らかにす
るために継続的に実態調査および理論研究を
行ってきた。企業は小売業を中心にオムニ
チャネル戦略を展開し、顧客の購買体験を向
上することで競争優位を確立しようとしてい
る。本プロジェクトでは、自社や商品に関す
る情報を提供すれは消費者の意思決定は改善
される、という受け身的な考え方ではなく、
積極的に顧客の購買体験を支援する方策につ
いて研究してきた。研究成果がまとまり次
第、所報などに掲載したいと考えている。
 （中村　雅章）
活動との関係性について、これまで検討して
きた“忘れられた領域”も視座に加えて再考
していきたい。
　「社会起業家活動と社会的問題の連関につ
いて―福祉史から見た“忘れられた領域”の
諸相―」は、中京企業研究 39号に掲載予定
している。 （中條　秀治・速水　智子）
「地域経済と中小企業―地域資源とまちおこ
し―」
　今年度の調査においては、過疎―人口減
少、とりわけ、若年層の人口流出が顕著―地
域を取り上げ、地域経済の現状、それまでの
主要産業―いわゆる地場産業や企業城下町型
産業では下請中小企業など―の現状などを踏
まえて、「まちおこし（地域経済再活性化））
に関わる地域の政策課題を明らかにした。地
域によっては製造業や同関連産業の衰退にと
もなって、そのような地域では地元の地域資
源であるさまざまな文化資本に着目して、観
光業の振興を強く意識した「まちおこし」な
どが地方自治体の政策として実践されてきて
いる。その際には、美術館、博物館や記念館
などの連携も提案されているが、現実にはさ
まざまな問題と課題があり、大きな困難もあ
る。そのような現状の下、地域の大学、特に
国公立（行政法人）大学との地域経済活性化
やあるいは再活性化の連携プログラムも重視
されている。今回は、東北地域（岩手県、秋
田県、福島県、鳥取県など）の地域の行政機
関（県庁や市役所の関係部署など）、経済団
体（商工会議所、商工会、中小企業関連団
体）、大学などを中心に実態調査（インタ
ビュー調査）を広範に実施した。調査結果の
一部については、経営学部研究双書に掲載す
るほか、企業研究所『企業研究』に寄稿して
いる。 （寺岡　寛）
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知識共有と動機
　本プロジェクトは、企業における知識共有
の規定要因の 1つである従業員の動機に焦点
を当て、企業における知識共有と従業員の知
識共有動機との因果関係を明らかにすること
を目的とする。今年度は、文献研究ととも
に、前年度得られたアンケートデータなどに
基づき分析を進め、知識共有動機の規定要因
と考えられる、職場における自尊源や自己価
値の随伴性に関する研究を行ない、学会等で
発表した。さらに、これらの分析の枠組みに
従い、企業従業員に対して再度のアンケート
を実施した。 （向日　恒喜）
